
静岡県訓令甲第12号

本 庁

出先機関

静岡県処務規程（昭和33年静岡県訓令甲第５号）の一部を次のように改正する。

令和７年７月29日

静 岡 県 知 事 鈴 木 康 友

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

様式第３号の４を様式第３号の６とし、同様式の前に次の１様式を加える。

改正前 改正後

（休暇等）

第９条 （略）

２～７ （略）

８ 職員は、子育て部分休業を受けようとする

ときは、様式第３号の３による子育て部分休

業承認請求書により、あらかじめ所属長等に

申請し、その承認を受けなければならない。

９ 前項の承認を受けた職員は、当該承認に係

る子の養育の状況に変更が生じたときは、様

式第３号の４による養育状況変更届により、

遅滞なく、所属長等に届け出なければならな

い。

10 （略）

（休暇等）

第９条 （略）

２～７ （略）

８ 職員は、子育て部分休業の請求をしようと

するとき、又は子育て部分休業の申出の内容

を変更しようとするときは、様式第３号の３

による子育て部分休業申出書により、あらか

じめ所属長等に申し出なければならない。

９ 所属長等は、前項の規定による申出があつ

た場合において、必要があると認めるとき

は、当該申出をした職員に対して、当該申出

に係る事由があつたことを証する書面の提出

を求めることができる。

10 第８項の規定による申出をした職員は、様

式第３号の４による第１号子育て部分休業承

認請求書又は様式第３号の５による第２号子

育て部分休業承認請求書により、あらかじめ

所属長等に請求し、その承認を受けなければ

ならない。

11 前項の承認を受けた職員は、当該承認に係

る子の養育の状況に変更が生じたときは、様

式第３号の６による養育状況変更届により、

遅滞なく、所属長等に届け出なければならな

い。

12 （略）



様式第３号の５（第９条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦型）

第 ２ 号 子 育 て 部 分 休 業 承 認 請 求 書

整

理
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請求年月日 年 月 日

所 属 名

様 職 名

下記のとおり第２号子育て部分休業の承認を請求します。 職 員 番 号

氏 名

１ 請求に係る子

氏 名 続 柄 等 生 年 月 日

年 月 日生



様式第３号の３（表面）中「子 育 て 部 分 休 業 承 認 請 求 書」を「第 １ 号 子 育 て 部 分 休

業 承 認 請 求 書」に改め、「（任命権者）」を削り、「子育て部分休業の承認」を「第１号子育て部分休

「 「

業の承認」に、 を に改め、同

」 」

様式（表面）（注）中１を削り、２を１とし、３を２とし、４を削り、同様式（裏面）中「午 前」を

「①」に、「午 後」を「②」に、「任命権者印」を「所属長等印」に改め、同様式を様式第３号の４

とする。

様式第３号の２の次に次の１様式を加える。

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分

午前 時 分～ 時 分

午後 時 分～ 時 分

① 時 分～ 時 分

② 時 分～ 時 分

① 時 分～ 時 分

② 時 分～ 時 分



様式第３号の３（第９条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４横型）

子育て部分休業申出書

（注） 添付する書類の例

(1) 申出に係る子の氏名、申出者との続柄等及び生年月日を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書、母子健康手帳の出生届出済

証明書、官公署が発行する出生届受理証明書又は養子縁組届受理証明書、事件が係属している家庭裁判所等が発行する事件係属証明書、児童相談所

長が発行する委託措置決定通知書又は証明書等）（写しでも可）

(2) 満９歳に達する日後の最初の４月１日以降にある障害児（者）（※）について請求する場合には、障害者手帳、医師の診断書、障害福祉サービス

受給者証その他の障害の状況が分かる書類（写しでも可）

（※）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第４条に規定する障害児（者）で、身体障害者、知的障害者、精神障害者、発達

障害者、難病等患者をいう。

申出対象期間 年度

所属 氏名

１ 申出に係る子 氏名 続柄等 生年月日

年 月 日

２ 申出 申出月日 申出の内容（①又は②を記入） ※申出の内容（変更後の内容も共通）

①１日につき２時間を超えない範囲内

②１年につき条例で定める時間

（10日相当）を超えない範囲内
月 日

３ 変更（第１回目） 変更月日 変更後の内容

（①又は②を記入）

変更が必要な事情 特別の事情の有無

（有又は無を記入）

決裁欄

月 日

４ 変更（第２回目） 変更月日 変更後の内容

（①又は②を記入）

変更が必要な事情 特別の事情の有無

（有又は無を記入）

決裁欄

月 日

５ 備考



附 則

この訓令甲は、令和７年10月１日から施行する。


